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調査をおえて

　今年度も本経営実態調査にご協力をいただき

ました全国の会員幼稚園の理事長、園長先生方

に深くお礼を申しあげます。なお、今回の調査

においても回答率が 65％を超えており、昨年

より若干ですが減少しておりますが、県によっ

ては、100％の回答を取りまとめていただいて

いるところもあり、組織をあげてのご協力に重

ねて感謝申しあげます。

　例年同様ですが、本調査の目的である私立幼

稚園の振興と経営基盤の安定のため、有効に活

用させていただきたく、会員園はもとより、政

府、国会、地方自治体等の関係諸機関にも配布

し、私立幼稚園の実態理解の一助として、有効

に活用させていただきます。

　今年度も集計の迅速化と、正確性の向上を期

して調査票を従来のペーパーと、電子化（エク

セル版）とを併用しました。エクセル版でご回

答いただいた園が、昨年よりも多くなり着実に

浸透してきているなと感じました。より、確か

な集計結果を出せるように、システムの構築を

含めて今後の課題となりそうです。

項目ごとの集計結果につきましては、委員会で

の検討を経ておりますが、都市部での大規模幼

稚園の数値や、大学の附属幼稚園等の数値も含

まれての平均値ですので、それらを踏まえなが

ら活用していただけますと幸いです。

●経営実態調査を終えて

　円高、株安が毎日のように報道され、経済不

安があおられる毎日が続いています。今後、私

立幼稚園がどのように影響を受けるか心配され

ます。昨年の政権交代により私学助成の経常費

補助は地方交付税の微増でしたが、平成 22 年

度の就園奨励費の第４階層（59 万人対象）が

大幅な減額となり、平成 23 年度は、増額が期

待されます。しかし、昨夏の参議院選では、ね―

―

じれが起き来年度予算が危惧されます。一方、

閣議決定された成長戦略の中に、子ども・子育

てシステム会議の中で、少子化、雇用対策を柱

とした幼・保一体化の制度作りも進められてい

ます。

　その様な中で、私達私立幼稚園の経営に携わ

る者として、どのような事に注視し、行動する

かが大事な時期にきています。

●地域の幼児センターの担い手として

　この状況下のもと、今後ますます地域主権の

動きが進み、権限、財源とも地方に移譲され、

公立幼稚園、保育所が民営化され、私立幼稚園

の役割が大きくなります。

　ゆえに、義務づけされた自己評価、自己点検

はもちろんのこと、努力義務の学校関係者評価

に取り組む必要性があります。それには、幼稚

園教育の可視化、就業規則や各規約の整備、経

営基盤の強化、財務内容の開示が必要アイテム

となってきます。

●今後の経営委員会の役割として

　①実態調査の結果分析　②全日私幼連の振興

対策、各都道府県、市町村の振興対策の情報提

供　③人材確保の情報提供　④今後の私学助成

と経営のあり方

　以上経営委員会では、上記４項目を重点課題

として、振興対策と情報発信に努めてまいりた

いと思います。何卒よろしくお願いいたしま

す。

〔�全日私幼連経営研究委員長＝石川・ちよの幼稚園／田中辰実〕

「私立幼稚園の役割を果すためには」

― � ―
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１．目的

　本連合会の目的・事業に則り、全国の私立幼

稚園の実態と今後の推移を正しく把握し、その

現状を明らかにすることによって、我が国の私

立幼稚園教育の向上ならびに経営の安定など、

今後の私立幼稚園振興の各種施策の基礎資料と

して広範に有効活用することを目的とする。

２．対象

　本連合会に加盟する都道府県の私立幼稚園団

体所属の私立幼稚園を対象に実施した。都道府

県ごとの調査票の配布枚数ならびに回収枚数は

右記表１に掲載のとおり。

３．内容

　①都道府県名②設置者別③設置者名④幼稚園

名⑤幼稚園電話番号⑥園児数・学級数、特別支

援園児、預かり保育利用者数⑦本・兼務教職員

数、本務教職員平均年齢・平均勤続年数⑧園児

納付金⑨教員給与⑩平成 21 年度消費収支内訳

⑪平成 21 年度資金収支内訳⑫平成 21 年度資

産負債等調査⑬認定こども園実態調査。記入の

数値は、平成 22 年５月１日現在で、財務関係

資料は平成 21 年度決算によるもの。

４．方法

　本連合会から加盟の都道府県私立幼稚園団体

を経由し、加盟の各私立幼稚園に配布。各都道

府県団体で回収し、本連合会に一括返送。平成

22 年５月上旬に発送し７月上旬に回収した。

５．集計

　調査票の集計は、コンピュータ計算による集

計ならびに作表処理。表示は１園あたり、園児

１人あたりなどを基礎に、都道府県別を中心に

表示。なお、集計数は調査項目によって数値の

記入もれなどによる不完全な回答があり、各項

目ごとの数値が完全に記入されているものを対

象にしたため、各項目でサンプル数が異なる。

６．回答数の割合

　設置者別の回答数に占める割合は、学校法人

立 92.3％・その他の法人 4.8％・個人立 2.9％。

表１　平成 22年度・私立幼稚園経営実態調査回収状況

調査の概要
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園児数・学級数・教職員数

■ 158 人、定員充足率 77.6 パーセント

　平成 22 年度の全国の私立幼稚園の園児数の

平均は、3 歳児 47.4 人、4 歳児 54.1 人、5 歳

児 56.5 人、合計 158 人でした。定員の平均は

203.7 人ですから、定員充足率では 77.6％と

なります（この平均値は、学校法人 4,705 園・

他の法人 248 園・個人 142 園で、合計 5,095

園より成っています）。前年度の平成 21 年度

は、3 歳 児 45.3 人、4 歳 児 56.4 人、5 歳 児

57.9 人、合計 159.6 人（定員充足率 77.6%）

でしたので、比較するとほぼ横ばいの結果と

なっています。

　前年との比較だけで結論を得るのは言うまで

もなく早急ですが、各幼稚園の置かれている厳

しい状況を思うと、これが「下げ止まりの知ら

せ」であってほしいとの願いを強く持ちまし

た。年齢別の比較でも、4 歳児 5 歳児は前年よ

り減少しましたが 3 歳児は逆に増加しており、

これは明るい兆しだと思います。

　幼稚園を取り巻く状況はまだまだ厳しく、各

幼稚園共懸命の努力を重ねていらっしゃると思―

―

―

表２　平成 22 年度・設置者別、地区別の１園あたり園児数・学級数・教職員数等

区 分 ３歳児 ４歳児 ５歳児
合 計 定 員

充足率

本 務 教 員 本 務 職 員 本務教職
員１人当
り園児数学級数 園児数 前年比 教員数 年　齢 勤続年 職員数 年　齢 勤続年

全国平均 47.4 54.1 56.5 6.8 158.0 ▲ 1.0 77.6 10.5 31.4 7.3 2.8 51.5 11.1 12.2

学校法人 48.2 55.1 57.5 6.9 160.8 ▲ 1.2 77.4 10.6 31.4 7.3 2.8 51.5 11.1 12.2

その他の法人 33.5 36.8 38.3 4.8 108.6 2.5 75.6 7.9 32.0 7.2 2.1 51.4 9.9 11.9

個 人 45.2 52.0 55.4 6.1 152.6 ▲ 2.4 88.0 9.2 30.5 6.9 2.4 49.8 13.2 13.6

北海道地区 35.8 50.4 52.6 5.8 138.8 0.4 84.2 9.3 30.4 6.4 3.0 52.8 8.6 11.1

東北地区 31.2 41.3 44.8 5.9 117.3 0.6 70.7 8.9 33.7 9.9 2.8 51.7 11.2 10.4

関東地区 46.9 51.8 54.2 6.8 159.7 3.2 85.2 10.6 32.3 8.1 2.9 52.5 11.7 11.4

東京地区 61.1 61.1 63.7 7.2 186 2.6 90.0 11.2 30.8 6.5 3.0 49.5 11.3 13.0

神奈川地区 57.0 75.6 78.2 8.1 210.8 0.1 98.0 12.1 30.4 6.2 3.0 51.5 12.3 13.8

東海北陸地区 48.8 49.3 49.8 6.9 147.9 ▲ 0.6 70.2 10.5 32.6 8.3 2.7 51.5 10.2 11.4

近畿地区 48.9 51.9 54.9 6.6 155.7 0.1 74.2 11.2 30.3 6.7 2.5 52.6 8.0 12.1

大阪地区 66.0 73.4 74.5 8.4 213.9 ▲ 2.8 75.4 12.8 29.6 6.4 2.6 51.0 11.9 14.1

中国地区 38.8 41.2 43.4 5.6 123.4 0.2 64.6 9.2 32.7 8.4 2.9 50.7 10.2 10.8

四国地区 42.4 42.1 45.2 5.8 129.7 0.3 63.8 9.5 34.5 8.8 3.3 52.9 10.3 10.5

九州地区 33.0 39.1 40.3 5.1 112.4 ▲ 0.8 70.9 7.8 32.2 7.4 2.3 50.0 9.9 11.1

グラフ１　１園あたりの園児数の推移

（人）
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年
度

22
年
度

20
年
度

19
年
度

18
年
度

17
年
度

16
年
度

15
年
度

14
年
度

13
年
度

163.7

165.5 165.5 165.4

164.6

165.1

167.4

162.4

159.6

156

158

160

162

164

166

168

158.0
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いますが、「ここでもうひと踏ん張り」と呼び

かけさせていただきたいと思います。「下げ止

まりの知らせ」が「下げ止まった」となって、

プラスに転じるターニングポイントをご一緒に

作り出しましょう。

　同時に、「地域格差」にも注目したいと感じ

ました。定員充足率で比較すると、都道府県で

は、平均値 77.6% 以下が 29、平均値と同じが 1、

平均以上が 17 でした。島根県は 42.5％、他に

50％台が 7 件と、大変厳しい状況に襲われて

いることを感じます。他方、神奈川は 98.0％

で、以下、東京 90.0 ％、大分 87.5 ％、愛知

87.2％、福岡 81.7％でした。ここから、いわ

ゆる「人口増加地域と減少地域」との関連を見

ることができるのではないでしょうか。人口減

少地域にある幼稚園をより励ます政策が求めら

れていると思います。なお、この「地域格差」

については、一つの県の中でも同様の問題があ

ることも付け加えたいと思います。人が集まっ

ている地域にある幼稚園と、人が減っている地

域にある幼稚園の格差の課題が、団体として取

り組むべき緊急の課題ではないでしょうか。

　教職員数においては、本務教員数を見ると、

前年のほぼ横ばいと見ることができるでしょう

が、都道府県別では前年比 0.5 の県も見られま

す。これは、失業者対策の雇用促進補助事業の

有無と関係していると思われます。この補助金

のないところではぜひ交渉に取り組んでいただ

きたいと思いますし、補助金のある都道府県で

は、時限補助から恒久的補助となる取り組みを

していただければと思います。「充実した教員

体制の私立幼稚園」を社会にアピールできれば

と願います。

〔全日私幼連経営研究委員＝茨城・竜ヶ崎幼稚園／飯塚拓也〕

表３　学級数、園児数等の 10 年間の推移

区 分 13 年 度 14 年 度 15 年 度 16 年 度 17 年 度 18 年 度 19 年 度 20 年 度 21 年 度 22 年 度

学 級 数 6.4 6.4 6.5 6.4 6.4 6.6 6.8 6.7 6.7 6.8

園 児 数 163.7 165.5 165.5 164.6 165.1 167.4 165.4 162.4 159.6 158.0

３歳児

４歳児

５歳児

41.9

61.2

60.6

42.9

60.8

61.8

43.0

61.3

61.2

43.7

59.6

61.3

44.9

59.8

60.4

45.9

60.3

61.2

46.7

58.7

60.0

46.2

57.6

58.6

45.3

56.4

57.9

47.4

54.1

56.5

定員充足率 79.6 80.7 79.9 80.0 79.9 80.2 79.6 78.4 77.6 77.6

本務教員数 9.6 9.9 10.0 10.1 10.3 10.5 10.5 10.4 10.5 10.5

グラフ２　３歳児・4歳児・5歳児の推移

21
年
度

22
年
度

20
年
度

19
年
度

18
年
度

17
年
度

16
年
度

15
年
度

14
年
度

13
年
度

5歳児

4歳児 （単位：人）

3歳児

61.2

60.8

61.3

59.6 59.8
60.3

58.7

57.6

56.4

54.1

60.6

61.8

61.2

61.3

60.4

61.2

60.0

58.6

57.9

56.5

42.9

43.0

43.7
44.9

45.9

46.7

46.2

45.3

47.4

41.9

39

44

49

54

59

64
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表４　平成 22 年度・１園あたり園児数、学級数、教職員数 （平成 22年 5月 1日現在）
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園児納付金

■大幅伸びから

　現状維持に転化

　平成 22 年度の園児 1 人当たりの年額納付金

合計（保育料等経常的納付金と入園料等一時

的納付金合計）の全国平均は、表 5 のように

343,632 円となりました。3,573 円増額（対

前年比 1.1% 増）となります。

　年額納付金合計が全国平均を上回る地域が今

年度は、12 都府県（昨年比 1 県増）で、長崎

県が加わりました。突出した、東京都、神奈

川県が平均額を上昇させているのは従前のとお

りで、大都市とその隣接県が平均値を上回る傾

向は変わっていません。徳島県と岐阜県が例年

上位に位置しますが、固有の要因があると思わ

れます。平均以下 300,000 円以上は、20 県。

300,000 円以下は、15 道県といった構図にな

ります。経常的な納付金が増額となったのは、

33 都府県。残りの 14 道府県は、減額という

結果になりました。全国平均では、経常的な納

付金の内訳の中で、施設設備費が、3,204 円増

額（対前年比 25.9% 増）となったのが、目立

ちます。バス代を施設設備費に含める園が増え

てきたのではないかと思われます。保育料は、

1,078 円増（対前年比 0.4% 増）と微増となっ

ています。給食に係る経費の保育料への組み入

れが定着してきたと思われます。また、入園時

納付金および、入園料は微減となっています。

―

―

　昨年度、私立幼稚園就園奨励費補助金は、小

学 3 年生以下の第 3 子の園児の実質無償化が、

実現しました。本年度の入園料と保育料の全国

平均の合計は、296,272 円となり、就園奨励

費補助金の第 3 子の 299,000 円と近い金額に

なります。しかしながら、入園料が、一時的な

納付金であるため、進級園児（在園児）の保護

者の負担減や、保育所が入園料を徴収していな

いことを勘案すると、保育料等経常的納付金の

割合を高めていくことも、園の運営上の検討課

題となるでしょう。

〔全日私幼連経営研究委員＝宮崎・平和幼稚園／徳地正行〕

表５　平成 22 年度・設置者別園児１人あたり納付金年額

納 付 金

合 計

（Ａ＋Ｂ）

経 常 的 な も の 入 園 時 の も の

保 育 料 教 材 費
施 設
設備費等

Ａ．小 計 入 園 料
入 園
検 定 料

施 設
設備費等

Ｂ．小 計

全 国 平 均 343,632 248,009 10,591 15,594 286,809 48,263 2,202 5,220 56,823

設

置

者

別

学 校 法 人 300,368 246,143 10,388 12,760 282,031 46,116 2,143 4,868 54,225

その他法人 351,646 264,603 13,205 10,436 300,193 71,720 2,872 11,243 87,043

個 人 399,407 280,130 12,695 6,156 308,660 78,950 2,984 6,477 90,747

グラフ３　保育料・入園料の推移

238,001

238,007

246,931

248,009

223,812

227,044

225,210

229,235 234,818

234,447

保　育　料

（単位：円）

220,000

230,000

240,000

250,000

20
年
度

21
年
度

22
年
度

19
年
度

18
年
度

17
年
度

16
年
度

15
年
度

14
年
度

13
年
度

48,342

48,304

48,561

48,263

45,629

45,876

46,267

46,692
48,004

48,936

入　園　料

42,000

46,000

50,000
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　表６　園児１人あたり納付金年額（経常的なもの）内訳 （単位：円）　



― � ―

　表７　園児１人あたり納付金年額（入園時のもの）内訳 （単位：円）　
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教員給与
グラフ４　月額保育料と初任給本俸月額の推移

■給与月額は横ばい

　年間総支給額減少

　地域差変らず

　平成 22 度私立幼稚園教員給与の全国平均は

次のようになりました。

　初任給　2 種免許（本俸・手当合計）

　　　　　　１６８，６２６円

　　　　　２種免許（期末手当）

　　　　　　５０５，１６３円（3.2 ヵ月）

　　　　　１種免許（本俸・手当合計）

　　　　　　１７９，３０５円

　　　　　１種免許（期末手当）

　　　　　　５４３，２９７円（3.2 ヵ月）

　３年目　2 種免許（本俸・手当合計）

　　　　　　１７７，７９５円

　　　　　２種免許（期末手当）

　　　　　　６７７，７９６円（4.1 ヵ月）

　　　　　１種免許（本俸・手当合計）

　　　　　　１８９，０４５円

　　　　　１種免許（期末手当）

　　　　　　７２８，６５０円（4.1 ヵ月）

　５年目　2 種免許（本俸・手当合計）

　　　　　　１８７，６１１円

　　　　　２種免許（期末手当）

　　　　　　７２２，０７７円（4.1 ヵ月）

　　　　　１種免許（本俸・手当合計）

　　　　　　１９９，６６２円

　　　　　１種免許（期末手当）

　　　　　　７７６，３０９円（4. ２ヵ月）

グラフ４　月額保育料と初任給本俸月額の推移

　全体として、前年度に比べ大きな増減はあり

ませんが、期末手当が１～２％の減少傾向が見

られます。（表９）

　給与水準は、短大卒５年目の場合、月収

188,000 円、期末手当 4.1 ヵ月で年俸約 297

万円となります。そして、地域差が大きく、東

京、埼玉、神奈川、愛知、大阪の大都市圏が

高く、地方県が低いと言う構図は変りません。―

（表 12、13）

―

―

　初任給にもこの傾向は表れており、2 種の本

俸と手当ての合計月額は 13 万円台から 19 万

円台と大きな開きがあります。また、初任給の

推移を見てみますと、2 種の本俸と手当ての合

計月額が 10 年前の 3% アップに対し、期末手

当は 9% 減で、年俸ベースではわずか 0.6% 増

に留まっています。1 種の場合 1.9% 減で 1 種

と 2 種の差は縮小しています。

　この給与水準差の一番の要因は、地域間の賃

金水準差によりますが、それに加え、構造的な

要因も推察できます。すなわち、大都市に較べ

地方では園児数の少ない小規模園が多いうえ、

保護者の保育所志向が強まる中、納付金の値上

げも出来ないという悪循環に陥っていると考え

られます。

　最近、新卒者の幼稚園希望者が減る傾向にあ

り、大都市のみならず地方においても優秀な教

員の確保が困難になっています。私立幼稚園が

魅力的職場に思える様、給与並びに職場環境の

改善を図る必要があります。何と言っても、教

育は人であります。私立幼稚園に於いては、如

何に優秀な教員を揃えられるかが、経営課題で

あります。

（円）

私立幼稚園

�
種
免
許
状
所
有
者

�
�

初
任
給
本
俸
月
額

月 
額 

保 

育 

料

初任給月額（２種）

50,000

100,000

150,000

200,000

5,000

10,000

20,000

19
年
度

20
年
度

21
年
度

22
年
度

18
年
度

17
年
度

16
年
度

15
年
度

14
年
度

13
年
度

156,533 157,536

153,035

153,768

154,244

154,517

155,496

156,059 156,661

157,724

18,651

19,834
19,833

19,537
19,568

19,103
18,920

18,768

20,578
20,667

月額保育料
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　大都市と異なり、地方では少子化、保育所志

向に加え公的助成の増額も期待薄と言う八方ふ

さがりの地域が多く見受けられます。現在、政

府が進めている ｢ 子ども・子育て新システム ｣

の動向が気になるところですが、制度にかかわ

らず、今こそ、建学の原点に立ち返り、それ

ぞれの地域、園の実情に応じて、思い切った経

営改革、人事管理体系の再構築が急務でありま

す。
〔全日私幼連経営研究委員＝秋田・こまどり幼稚園／渡辺丈夫〕

表８　平成 22年度・地区別の教員給与（初任給・月額／年俸）・１園あたり納付金合計（年額）・園児数合計・経常費等補助単価

区 分
教員月額給与

（ 年　 俸 ）

納 付 金 合 計

（ 年　 額 ）
園児数合計 経常費等補助単価 区 分

教員月額給与

（ 年　 俸 ）

納 付 金 合 計

（ 年　 額 ）
園児数合計 経常費等補助単価

全 国 平 均
168,626

(2,528,675)
343,992 158.0

169,387
（財政措置額）

東海・北陸地区
164,321

(2,484,686)
313,402 146.5 176,302

北海道地区
155,069

(2,346,431)
280,659 138.8 173,363 近 畿 地 区

169,128
(2,551,841)

324,183 155.7 178,440

東 北 地 区
147,998

(2,158,407)
299,345 117.2 169,514 大 阪 地 区

180,679
(2,672,975)

359,287 213.9 165,152

関 東 地 区
173,030

(2,557,797)
338,354 152.9 179,611 中 国 地 区

157,694
(2,332,568)

297,949 123.4 169,844

東 京 地 区
187,208

(2,816,757)
473,525 186.0 173,834 四 国 地 区

150,297
(2,182,733)

317,655 129.7 166,745

神奈川地区
181,943

(2,730,865)
452,379 210.8 137,611 九 州 地 区

154,457
(2,290,121)

317,147 112.4 173,205

※【教員給与の下段】は、２種免許状所有者の初任給「本俸＋手当＋期末手当」の合計� （単位：円）

表９　平成 22 年度・教員平均給与（全国平均） （単位：円）

区 分

年

度

別

初 任 給 ３ 年 目 ５ 年 目

給 与 月 額 期 末
手 当
（年 額）

給 与 月 額 期 末
手 当
（年 額）

給 与 月 額 期 末
手 当
（年 額）計 本 俸 手 当 計 本 俸 手 当 計 本 俸 手 当

２ 種 免 許
状 所 有 者

21 168,045 157,536 10,509 508,828 177,698 165,974 11,724 689,849 187,580 174,738 12,842 731,530

22 168,626 157,724 10,902 505,163 177,795 165,822 11,973 677,796 187,611 174,612 12,999 722,067

前 年 比（ ％） 0.3 0.1 2.7 ▲ 0.7 0.1 ▲ 0.1 2.1 ▲ 0.7 0.1 0.2 1.2 ▲ 1.3

１ 種 免 許
状 所 有 者

21 179,470 168,043 11,427 553,345 189,703 177,127 12,576 747,355 199,878 186,631 13,247 789,496

22 179,350 167,659 11,646 543,297 189,045 176,306 12,739 728,650 199,662 185,760 13,902 776,309

前 年 比（ ％） ▲ 0.1 ▲ 0.2 1.9 ▲ 1.8 ▲ 0.3 ▲ 0.5 1.3 ▲ 2.5 ▲ 0.1 ▲ 0.5 4.9 ▲ 1.7

表１０　教員平均初任給・10 年間の推移（全国平均） （単位：円／カッコ内は対前年比：％）

区 分 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度

２種免許

状所有者

本 俸 153,035 153,863 154,244 154,517 155,496 156,059 156,533 156,661 157,536 157,724

手 当 10,105 10,107 9,996 10,120 10,332 10,224 10,062 10,423 10,509 10,902

合 計
163,140

(0.5)
163,970

(0.5)
164,240

(0.2)
164,637

(0.2)
165,828

(0.7)
166,283

(0.3)
166,595

(0.2)
167,084

(0.3)
168,045

(0.3)
168,626

(0.3)

期 末 手 当
555,431
( ▲ 0.7)

548,715
( ▲ 1.2)

541,518
( ▲ 1.3)

528,984
( ▲ 2.3)

530,916
(0.4)

523,270
( ▲ 1.4)

516,317
( ▲ 1.3)

509,068
( ▲ 1.4)

508,828
( ▲ 1.4)

505,163
( ▲ 0.7)

１種免許

状所有者

本 俸 166,826 166,919 166,720 166,702 167,434 167,248 167,545 167,611 168,043 167,659

手 当 10,528 10,904 10,698 10,696 10,824 10,898 10,762 11,107 11,427 11,646

合 計
177,354

(0.2)
177,823

(0.3)
177,418
( ▲ 0.2)

177,398
( ▲ 0.01)

178,258
(0.5)

178,146
( ▲ 0.1)

178,307
(0.1)

178,718
(0.2)

179,470
(0.6)

179,305
( ▲ 0.1)

期 末 手 当
619,192
( ▲ 1.8)

608,255
( ▲ 1.8)

595,325
( ▲ 2.1)

580,627
( ▲ 2.5)

582,923
(0.4)

571,074
( ▲ 2.0)

565,325
( ▲ 1.0)

554,908
( ▲ 1.8)

553,345
( ▲ 0.3)

543,297
( ▲ 1.8)

表１１　平成 22 年度・地区別の１種免許状所有者状況

区 分 免許所有者 １園あたり平均所有者数 園　数 区 分 免許所有者 １園あたり平均所有者数 園　数

全 国 8,960 2.7 3,273 東海・北陸地区 1,194 2.5 479

北 海 道 地 区 314 2.2 144 近 畿 地 区 874 3.5 248

東 北 地 区 753 2.3 324 大 阪 地 区 374 2.8 134

関 東 地 区 2,111 2.8 756 中 国 地 区 603 2.6 229

東 京 地 区 1,060 3.6 291 四 国 地 区 178 2.6 68

神 奈 川 地 区 542 2.7 198 九 州 地 区 957 2.4 402
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表
１
２
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表
１
３
　
平
成

2
1
年
度
・
勤
務
年
数
別
教
員
平
均
給
与
（
１
種
免
許
状
所
有
者
）　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
単
位
：
円
）
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　表１４　平成 20 年度・１法人あたり貸借対照表

財務状況、厳しさを増し永続性の危機

　20 年度と 21 年度の貸借対照表の資産と負債を比較してみますと、全国平均では、資産の部では固定資産 (5,432
千円のマイナス )、流動資産 (689 千円のマイナス ) ともに減少し、資産の減少額は 6,121 千円になります。負債
の部では固定負債内の長期借入金が 398 千円減少し、流動負債の減少もあり負債総額は 598 千円の減少になりま
したが、負債の減少に比べて資産の減少が遥かに大きく、資産が 5,523 千円と大幅なマイナスになりました。財
務面での体力が落ちたことになります。
　基本金を見てみますと、平成 20 年度と比べて 2,490 千円の減少になっています。また、消費収支差額では、19
年度と比べ 20 年度は 5,439 千円マイナスが増加し、21 年度も前年と比べて 3,033 千円マイナスが更に増加し、
この２年間で消費収支差額は 10,472 千円の大幅なマイナスの増加になりました。このような結果から、財務状況
が厳しくなっていることが伺われます。

財務分析
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　表１５　平成 21 年度・１法人あたり貸借対照表（幼稚園法人）

　次に、各都道府県の消費収支差額の増減を見てみますと、消費収支差額がプラスの地区は、19 年度は 15 都府県、
20 年度は 9 都県でしたが、21 年度は更に減り 8 府県になりました。（東京、山口はプラスからマイナスへ。大阪
マイナスからプラスへ）20・21 年度とも消費収支差額がプラスの地区は、茨城・埼玉・神奈川・福井・兵庫・奈良・
福岡です。消費収支差額がプラスの地区は首都圏のほか地方の人口の多い県のようです。
　貸借対照表は財務状況が如実に表れます。私学の永続性のためには、園舎の建替え・園舎の大改修を行うために
は自己資金の確保が大変重要です。少なくとも減価償却額を流動資産として貯蓄できることが理想ですが、全国平
均で見まして、21 年度流動資産は減価償却額の 67.6％（20 年度は 70.9％）に減少し、永続性の危機と言わざる
を得ません。　［全日私幼連経営研究委員＝埼玉・新和幼稚園／石井幸男］
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平成２１年度決算による自己財務分析表

項 目 計 算 方 式 全国平均値 自 園 数 値 説 明

１．納付金比率
園児納付金

×１００
帰属収入

52 . 8

　帰属収入の中の基礎的収入であり、学

校を経営していく上で最も重要な財源

であり、自主財源を確保するためにも

65％以上の比率を求めたい。

　この比率が年々低下してきているが、

私立幼稚園としてはこの傾向が続くこと

には非常に問題がある。園児納付金と補

助金の合計で、人件費と経費がまかなえ

るというのが、一応の目安だろう。

２．補助金比率
補助金

×１００
帰属収入

30 . 5

　学校会計の中でも園児納付金と同様、

基礎的収入として扱われている。納付金

比率の理想が 65％であるならば、この

比率は 35％の比率を求めていきたい。

　となると、その他の収入に依存しなく

ても良いことになる。将来的には、この

割合が高くなることは当然であるといえ

るが、あまりこの比率が高すぎるのは補

助金依存の体質上、いかがなものか。

３．その他収入

　　比率

その他収入
×１００

帰属収入
14 . 8

　その他の収入比率は、永続性を目的と

する学校経営であるならば、本務として

の教育業務から得られる対価の比率をあ

げたい。

４．人件費比率
人件費

×１００
帰属収入

60 . 8

　帰属収入の何％が人件費として支出さ

れたかを見る比率である。この比率は、

消費支出の中で最も注目しなければなら

ない。この比率が異常に高いと教育研究

経費を圧迫する。原因は勤務年数なのか

人的なものなのかを確認。60％を超える

と要チェック。

　基礎収入を増やすか、人件費を削減す

る努力を要する。理想的な比率として、

55％を求めたい。

５．教育管理経

　　費比率

教育管理経費
×１００

帰属収入
30 . 6

　この比率は本来「教育研究経費比率」

と「管理経費比率」とに分けて算出し分

析すべきだが、本調査では『教育管理経

費』として一括記載で調査をしている。

帰属収入の増加も人件費の抑制も困難だ

とすれば、経費、特に教育管理経費の削

減がポイントとなる。

　理想の比率としては、帰属収入に占め

る割合は 25％以下には抑えたい。

６．借入金等利

　　息比率

借入金利息
×１００

帰属収入
0 . 5

　帰属収入の何％が借入金利息として支

出されたかを示す比率。利息の支出その

ものは、借入金の比率に比例するもので、

低ければ低いほど良い。

７．消費支出比

　　率

消費支出
×１００

帰属収入
94 . 2

　財政蓄積力の指針となるもの。帰属収

入から基本金組入額を控除することを

考えておく必要がある。80％なら良好。

90％を超えるようならば改善が必要。

８．人件費依存

　　率

人 件 費
×１００

学生生徒等納付金
11 5 . 1

　この比率が 100％を超えている場合

は、基礎的な収入で自活できず、補助金

やその他の収入などに頼らざるを得ない

状況。自助努力が早急に必要。

※　本年度未調査のため全国平均値は、平成 19 年度の数値
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秘 この調査は㊙扱いとし、調査以外

の目的には使用いたしません。

　（黒ボールペンで記入して下さい）

⇨

【１】園児数・学級数等調査

平成２２年５月１日現在で記

入して下さい。
区分

クラス

在 籍 園 児 数

学 級 数 園 児 数

３ 歳 児
（満 3 歳児を含む） 人

４ 歳 児 人

５ 歳 児 人

計 人

園則定員計 人

【２】本務・兼務教職員調査

平成２２年５月１日現在で記

入して下さい。 ⇨
本 務 者 兼 務 者

人 数 平 均 年 齢 平均勤続年数 人 数

園　長 人 －－－ －－－ 人

教　頭 人

. 歳 . 年

人

教　諭 人 人

平均年齢及び平均勤続年

数は、小数第２位を四捨

五入して下さい。

⇨ （うち１種免許状所有者） （　　　　人） 人

小　計（Ａ） 人 －－－ －－－ 人

職　員（Ｂ） 人 . 歳 . 年 人

合計＝Ａ＋Ｂ 人 －－－ －－－ 人

１欄ごとの金額は、必ず年

額で記入して下さい。

【３】園児１人あたり納付金年額調査

⇨ 保 育 料 教 材 費 施 設 設 備 費 そ の 他 合 計

経常的なもの （年額）� 円 （年額）� 円 （年額）� 円 （年額）� 円 （年額）� 円

全員から一律徴収している金

額のみをご記入下さい。 ⇨
入 園 料 入 園 検 定 料 施 設 設 備 費 そ の 他 合 計

入園時のもの （年額）� 円 （年額）� 円 （年額）� 円 （年額）� 円 （年額）� 円

【４】教員給与調査

１欄ごとの金額は、必ず月額

で記入して下さい。

　２種免許状所有・教員 1人あたりの給与月額

⇨ 初 任 給 ３ 年 目 勤 務 者 ５ 年 目 勤 務 者

本 俸 （月額） 円 （月額） 円 （月額） 円

該当者がいない場合は、規定

に基づいて記入して下さい。

交通費は含まないで下さい。⇨ 諸 手 当 （月額） 円 （月額） 円 （月額） 円

計 （月額） 円 （月額） 円 （月額） 円

期末手当（賞与年額） （年額） 円 （年額） 円 （年額） 円

　１種免許状所有・教員 1人あたりの給与月額

初 任 給 ３ 年 目 勤 務 者 ５ 年 目 勤 務 者

本 俸 （月額） 円 （月額） 円 （月額） 円

交通費は含まないで下さい。 ⇨ 諸 手 当 （月額） 円 （月額） 円 （月額） 円

計 （月額） 円 （月額） 円 （月額） 円

期末手当（賞与年額） （年額） 円 （年額） 円 （年額） 円

２つ以上の幼稚園を設置して

いる場合は、内訳表から転記

して下さい。

⇨
【５】平成２１年度収支調査（学校法人の場合は消費収支計算書） （単位：円）

収 入 の 部 支 出 の 部

補 助 金 円 人 件 費 円

補助金の欄には、就園奨励

費を含めないで下さい。 ⇨
経常費補助金 円

教 育 管 理 経 費 円

その他 円

（ 内 減 価 償 却 額 ） （　　　　　　　　　　　　　　　　円）

幼稚園部門の貸借対照表を作
成している場合のみ記入して
下さい。

２つ以上の幼稚園を設置して
いる場合、本部になっている
幼稚園が記入し、他の幼稚園
は記入しないで下さい。

短大・高等学校等の資産が含
まれている場合は、記入しな
いで下さい。

⇨⇨
【６】貸借対照表（平成２２年３月３１日）

資 産 の 部 負 債 の 部

Ⅰ 固 定 資 産 円
Ⅰ 負 債 円

固 定 負 債 円

有 形 固 定 資 産 円 （内　長期借入金） （ 円）

流 動 負 債 円

その他固定資産 円 （内　短期借入金） （ 円）

Ⅱ 流 動 資 産 円
Ⅱ 基 本 金 円

Ⅲ 消 費 収 支 差 額 円

資産の部の合計と負債の部の

合計は、必ず一致します。
⇨ 合　 計（ Ⅰ ＋ Ⅱ ） 円 合　計（Ⅰ＋Ⅱ＋Ⅲ） 円

減価償却額の累計額の合計 円

【７】認定こども園について（以下、認定こども園を実施している園のみお答え下さい。）

　（１）認定こども園の種類（右の番号を記入して下さい。）

１　幼稚園型

２　幼保連携型

３　地方裁量型

　（２）園児数・学級数（保育所所属の平成２２年５月１日現在でお答え下さい。）

年　　齢 人数 学級数 担当保育士数 内非正規雇用者数

０　歳　児

１　歳　児

２　歳　児

３　歳　児

年　少　児

年　中　児

年　長　児

特 別 支 援 児 数 ⇨

　 �公的補助金の対象（予定）人数をご記入下さい。
人

預かり保育利用者数

延べ人数 人

⇨

　 �平成21年４月１日～平成22年３月31日までの１年間（長期休業含む）

延べ日数 日

⇨

　 �平成21年４月１日～平成22年３月31日までの１年間（長期休業含む）

終了時刻 17：00　18：00　19：00

⇨

　 �例）17：30の場合は18：00に印をつけて下さい

平成２２年度私立幼稚園経営実態調査
全日本私立幼稚園連合会

都
道
府
県
名

設

置

者

１－１.�学校法人・幼稚園のみの法人
１－２.�学校法人・附属
２－１.�宗教法人
２－２.�その他の法人
３－１.�個人

設 置 者 名

幼 稚 園 名

幼 稚 園 ☎ （ ）



全日私幼連・経営研究委員会名簿

会 長 香 川 　 　 敬 山　口・鞠生幼稚園

副 会 長 村 山 　 十 五 宮　城・村山学園

委 員 長 田 中 　 辰 実 石　川・ちよの幼稚園

副委員長 藤 田 喜 一 郎 福　岡・久留米あかつき幼稚園

副委員長 岡 部 　 圭 二 大　阪・高槻双葉幼稚園

委 員 渡 辺 　 丈 夫 秋　田・こまどり幼稚園

委 員 飯 塚 　 拓 也 茨　城・竜ヶ崎幼稚園

委 員 斎 藤 　 聖 治 新　潟・二葉幼稚園

委 員 石 井 　 幸 男 埼　玉・新和幼稚園

委 員 小 澤 　 崇 文 東　京・国立ふたば幼稚園

委 員 徳 本 　 達 之 福　井・第二早翠幼稚園

委 員 和 田 　 典 善 長　野・若穂幼稚園

委 員 原 　 　 孝 枝 徳　島・白うめ幼稚園

委 員 徳 地 　 正 行 宮　崎・平和幼稚園

平成２２年度・私立幼稚園経営実態調査報告
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